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平成 28 年３月期 第２四半期決算短信補足説明資料 

 

（１）四半期毎の売上高及び営業利益 

平成 28 年３月期 

 第１四半期 第２四半期 第３四半期 通期（予想） 

売上高(千円) 138,734 320,051 － 1,815,000

営業利益(千円) △54,052 △418,848 － 263,000

 

平成 27 年３月期 

 第１四半期 第２四半期 第３四半期 通期 

売上高(千円) 164,778 282,698 430,896 876,610

営業利益(千円) 33,723 10,475 22,711 256,248

  

平成 26 年３月期 

 第１四半期 第２四半期 第３四半期 通期 

売上高(千円) 66,968 159,094 264,923 660,250

営業利益(千円) △52,996 △73,742 △79,422 171,967

（注）１．当社の売上高及び営業利益の計上の傾向を理解いただくため、今回より平成 28 年

３月期 第１四半期決算短信補足説明資料で記載していた「進捗率」に代えて「営業

利益」を記載しております。また、平成 26 年３月期の四半期毎の売上高及び営業利

益を記載しております。 

２．平成 26 年３月期の第１四半期から第３四半期の各数値については、有限責任 あず

さ監査法人の四半期レビュー及び監査を受けたものではありません。 

 

 （売上高の季節的変動） 

   当社の売上計上は、12 月から３月に集中する傾向があります。これは、ユーザーであ

る企業や官公庁において、年度末前後における経済状況や事業方針の決定等により、設備

投資の動きが活発化する影響によるものと考えております。 

なお、当社はコンシューマー市場に事業範囲を拡大しており、今後においては売上計上

時期の偏りが徐々に解消されていく見込みですが、当面は企業・官公庁向けの売上比率が

大きいため、この傾向は続く見込みです。 

 



 

  

（２）FFR yarai の契約ライセンス数の推移 

回次 

契約ライセンス数(ライセンス) 売上単価(注１)(円) 

FFR yarai 

(英語版 

含む) 

FFR yarai 

脆弱性攻撃

防御機能 

計 

FFR yarai 

(英語版 

含む) 

FFR yarai 

脆弱性攻撃

防御機能 

平成 22 年３月期 223 － 223 410 －

平成 23 年３月期 983 1,000 1,983 3,700 310

平成 24 年３月期 14,843 21,237 36,080 4,160 440

平成 25 年３月期 31,420 117,728 149,148 2,200 480

平成 26 年３月期 76,007 239,830 315,837 2,240 350

平成 27 年３月期 206,421 201,611 408,032 1,790 500

平成 28 年３月期

２Ｑ 
259,147 176,930 436,077 1,465 473

（注）１．売上単価は、当社の１ライセンスあたりの売上高に当たる金額です。 
２．ボリュームディスカウントの価格体系を採用していることから、製品単価は大口案件の発

生状況に影響されます。 
３．「FFR yarai脆弱性攻撃防御機能」は、「FFR yarai」に搭載した５つの検知エンジンの

うち、脆弱性攻撃対策エンジンで構成されるエントリーモデルであり、近年は本機能だけで

は防御することが難しい脅威が増加してきていることから、平成27年９月30日をもって新

規販売を終了しました。 
４．平成 28 年３月期２Ｑの「FFR yarai脆弱性攻撃防御機能」の契約ライセンス数が減少

した主な要因は、マイクロソフト社によるWindows XPのサポートが2014年４月９日に終

了したことに伴い、ユーザーがこれに対応するための一時的な「FFR yarai脆弱性攻撃防御

機能」の導入が終了したことによるものです。 
 

 

以上 


